
   迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助金交付要綱 

（総則） 

第１条 特殊詐欺被害を未然に防止し、もって市民の財産を守るために行う、迷惑電話防止機能を備えた機器

の購入費に対する補助金の交付については、補助金等交付規則（昭和47年横須賀市規則第33号。以下「規則」

という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、次条に規定する電話機等を購入した者であって、次の各号

のいずれにも該当するものとする。 

 (１) 本市に住所を有し、かつ、居住している70歳以上の者（補助金の交付の申請を行う日の属する年度の３

月31日までに70歳に達する者を含む。）であること。 

 (２) 本人及び本人と同一の世帯に属する者が、過去にこの要綱の規定による補助金の交付を受けていないこ

と。 

 (３) 横須賀市暴力団排除条例（平成24年横須賀市条例第６号）第２条第３号に規定する暴力団員（以下単に

「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でない

こと。 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、電話機の呼び出し音が鳴る前に、当該電

話機の電話番号に架電した者に対し、自動で通話内容を録音する旨の警告メッセージを流した後、通話内容

を録音する機能を有する電話機又は機器（以下「電話機等」という。）の購入費とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額（ 100円未満の

端数があるときは、これを切り捨てる。）又は 7,500円のいずれか低い額とする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、電話機等を購入した日から起算して１年以内に市長に補助金交

付申請書（第１号様式）を提出しなければならない。 

２ 規則第４条第３号に規定するその他参考となる書類は、次に掲げるものとする。 

 (１) 第３条に規定する機能が確認できるもの 

 (２) 住民票の写し。ただし、補助金の交付を受けようとする者が、市長が補助金の交付の決定に必要な限度

において当該者の住民票の記載事項について調査することに同意する場合は、省略することができる。 

 (３) その他市長が必要と認める書類 

（実績報告及び請求） 

第６条 補助事業者は、補助事業等が完了し、規則第11条第１項の規定により補助金の請求をしようとすると

きは、補助事業等の成果を記載した実績報告書兼請求書(第２号様式)に市長の定める書類を添えて市長に提

出しなければならない。 

２ 規則第10条に規定する市長の定める書類は、領収書の写しその他支払いを証する書類（補助事業者の氏名、

品名、品番、購入日等が確認できるものに限る。）とする。 

（使用状況等の調査） 

第７条 市長は、必要と認めるときは、補助事業者の電話機等の使用状況等について調査することができる。 

（書類等の整備） 

第８条 規則第８条に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年度

から10年間保存しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第９条 規規則第15条ただし書に規定する市長が定める期間は、６年とする。 

（その他の事項） 

第10条 この要綱の施行に関し必要な事項は、地域支援部長が定める。 

   附 則 



 この要綱は、令和２年10月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年６月25日から施行する。 



第１号様式(第５条第１項関係)             ※太枠のところのみご記入ください。 

迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助金交付申請書 

  年  月  日 

  横須賀市長 

           申請者 

 

住  所 

〒 

横須賀市 

氏  名               

生年月日 大正・昭 和    年   月   日 

電話番号 ０４６（８  ） 
※今回申請する電話

 機等を取り付けた

 回線番号を記入 

緊急連絡先
(申請の補助

をされた家族

の方など) 

氏名 続柄 

電話番号  

  迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助金交付要綱第５条の規定により、次の事項に
同意の上、関係書類を添えて申請します。 
   ・申請資格の審査のため、住民基本台帳を閲覧すること。 
  ・電話機等の購入確認のため、市職員が上記の電話番号に電話を掛けること。 
  ・横須賀市暴力団排除条例に基づく暴力団員等でないことを確認するため、神奈川 
   県警察に個人情報を提供すること。  

補 助 金 等 の 名 称 迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助金 

補助事業等の名称 迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助事業 

交 付 申 請 額 

 （電話機等の購入金額） ￥      
円 

 （補助対象金額） ￥      

円 

※補助対象金額の１／２（100円未満の端数切り捨て、上限額 7,500円） 

￥   ０ ０ 
円 

そ の 他 商 品 名 

□ 別紙カタログ又は取扱説明書等の写しのとおり 

 

  メーカー                    

  品 名                     

  品 番                     



第２号様式(第６条第１項関係)          ※太枠のところのみご記入ください。 

実 績 報 告 書 兼 請 求 書 

  年  月  日 

  横須賀市長              

          

申請者 

 

住  所 横須賀市 

氏  名               

電  話  

補 助 事 業 等 の 名 称 迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助事業 

交 付 決 定 額                    円 

精 算 額                    円 

補助事業等完了年月日           年   月   日 

精算に係る収支明細 

 

（購入金額）              円 

 

 （交付金額）              円 

 

添 付 書 類 
■領収書（申請者氏名、品名、品番、日付の記載があるもの）   

の元本又は写し 

請 求 金 額 ￥   ０ ０ 
円 

  ただし、迷惑電話防止機能付電話機等購入費補助金として 

 上記のとおり請求します。 

振 込 口 座 

金融機関名  支 店 名  

種 別 普通 ・ 当座 口座番号        

フリガナ 

口座名義 

（事務処理欄） 

 


